
財務DD報告書・事業DD報告書　目次テンプレート
事業再生 実務ガイド　テンプレート⑤（Word）
財務デューデリジェンス報告書／
事業デューデリジェンス報告書
目次テンプレート
中小企業活性化協議会（以下「協議会」）の再生支援で作る、財務デューデリジェンス報告書（以下「財務DD報告書」）と事業デューデリジェンス報告書（以下「事業DD報告書」）の目次に、各章で書くこと、使う表の例、注意点を添えたテンプレートです。日本公認会計士協会の経営研究調査会研究報告第20号「再生計画の策定支援及び検証について」が示す3部構成（報告書の目的と性質、個別事項、基礎資料）を骨格にしています。
協議会の手続は、別冊2 再生支援実施要領（以下「別冊2」）が定め、そのQ＆A（以下「別冊2 Q＆A」）が解説しています（いずれも2026年3月31日改定）。財務面は個別支援チームの公認会計士又は税理士が、事業面は中小企業診断士等が調査分析するのが原則です（別冊2 2.(4)①）。会社側が行った調査分析をチームが検証する「検証型」では、会社側の専門家も使えます。
	対象会社
	【対象会社名】

	基準日
	【基準日】

	作成者
	【作成者（専門家名）】

	作成日・版
	【作成日】　第【　】版



	ご利用にあたって
このテンプレートは一般的な様式例です。中小企業活性化協議会や金融機関が様式を指定している場合は、そちらを優先してください。数式・記載例の内容は、利用者の責任で確認してお使いください。2026年10月10日時点で公表されている資料をもとに作成しています。



使い方
1. 【　】の箇所を差し替えます。差し替え漏れは「【」で検索すると見つかります。
1. 各章の「書くこと」は、報告書の本文に置き換える項目です。本文を書き終えたら、案内の文と「注意点」は削除します。
1. 「使う表の例」は、列見出しだけの空の表です。金額は千円単位で書き、マイナスは「△」で示します。
1. 表の下の「参考」は、ガイドの財務DD・事業DD・設例の各ページにある表の番号です。各ページは https://www.sapporotax.com/saisei/ から開けます。
1. 見出しはWordの見出しスタイルです。ナビゲーションウィンドウで章を移動でき、「参考資料」タブの「目次」で目次を作れます。
1. 提出前に、Ⅲの提出前チェックリストで見直します。記載例の文言が残っていないかも、検索して確かめます。
このテンプレートの構成
	部
	章
	書き方の解説

	Ⅰ　財務DD報告書の目次
	1 調査の概要〜12 保証人の資産負債、付録
	財務DD 第17章

	Ⅱ　事業DD報告書の目次
	1 調査の概要〜10 施策と前提、付録
	事業DD 第12章

	Ⅲ　提出前チェックリスト
	財務DD報告書、事業DD報告書
	財務DD 17-6、事業DD 12-5


Ⅰ　財務DD報告書の目次
財務DD報告書は、金融機関が会社の実態を確かめ、計画の出発点になる数字を受け入れるための文書です。財務面の調査分析は、原則として個別支援チームの公認会計士又は税理士が行います（別冊2 2.(4)①）。要領に様式の定めはなく、目次は実務の慣行に沿って組みます。計画書の必須記載事項（別冊2 2.(5)①）の受け皿になるように章を立てると、計画書への転記と数字の突合が楽になります。
3部構成とこの目次の対応
	部分（研究報告第20号）
	主に書くこと
	この目次の章

	目的・性質などを記載する部分
	実施した業務の内容、報告書の目的、監査を実施していないこと、将来予測の達成可能性に責任を負えないこと、開示の制限
	前文、1 調査の概要

	個別の事項について情報とコメントを記述する部分
	調査の結果と論点（サマリーと各章）
	2 サマリー〜12 保証人の資産負債

	分析の基礎資料や追加情報をまとめる部分
	科目別の明細、関係会社の実態BS、入手資料の一覧
	付録


参考：財務DD 17-2
標準的な目次
	章
	主な内容
	計画書での使い道

	1 調査の概要
	目的、基準日、対象期間、実施した手続、利用の制限、重要な前提
	―

	2 サマリー
	実態純資産、正常収益力、債務償還能力、清算配当率、資金繰り、主要な論点
	前提の要約

	3 会社の概要
	沿革、株主、役員、従業員、グループの関係
	企業の概況

	4 損益の状況
	推移、部門別・得意先別の損益、正常収益力の調整表
	財務状況の推移、損益計画の出発点

	5 財政状態
	BSの推移、実態BSと修正事項の一覧、代表者と一体の実態純資産
	実態貸借対照表

	6 清算価値
	清算BS、清算配当率、掛け目・優先債権・清算費用の前提
	経済合理性（債権放棄等の場合）

	7 資金繰り
	月次の実績と見込み、運転資金の分析
	資金繰り計画

	8 金融機関取引
	借入金の一覧、返済条件、保全・非保全、金融機関別のシェア
	金融支援の内容、弁済計画

	9 窮境原因（財務面）
	悪化した時期と科目、資金の流出先
	経営が困難になった原因

	10 債務償還能力
	要償還債務、キャッシュフロー、有利子負債の対CF比率
	数値基準の判定

	11 税務
	欠損金、債務免除益の課税の試算、滞納
	債務弁済計画（滞納の解消）

	12 保証人の資産負債
	代表者等の資産、負債、保証債務
	保証人の資産と負債（債権放棄等の場合）

	付録
	科目別の明細、関係会社の実態BS、入手資料の一覧
	―


参考：財務DD 表17-2
1. 債権放棄等を求めない計画では、6章と12章を省いたり簡略にしたりすることがあります。
1. プレ再生計画や、小規模な事業者が債権放棄等を含まない計画を作る場合は、統括責任者が簡易な方法で財務面を把握できると判断すれば、簡易な財務面の調査分析も認められています（別冊2 Q＆A Q37）。その場合も、計画の出発点になる実態BS・資金繰り・借入金の一覧は整えておくのが実務です。
1. この部の「評価基準」は、別冊3の別紙「実態貸借対照表作成に当たっての評価基準」を指します。
本文の書き方（全章共通）
1. 1つの論点を1ページで完結させます。ページの冒頭に結論を書き、根拠の数字、資料、参照先を同じページに置きます。
1. 修正の理由は「何を確かめ、何を根拠に、どう判断したか」の順に書きます。
1. 金額の出所（資料名、基準日、ページ）を書きます。判断が分かれる評価は、前提と幅を示します。
1. 指標は算式を明記します。同じ「償還年数」でも、算式が違えば数字が変わります。
1. サマリー・本文・付表、実態BSと借入金の一覧、グループ内の債権債務の数字を機械的に突き合わせ、一致させます。
1. 未確定の事項は結論を急がず、論点として残し、計画への影響の範囲を書きます。
1　調査の概要
	主な内容
	目的、基準日、対象期間、実施した手続、利用の制限、重要な前提

	計画書での使い道
	―


書くこと
前文（報告書の冒頭）
1. 実施した業務の内容と、報告書の目的
1. 監査を実施していないこと
1. 将来予測の達成可能性に責任を負えないこと
1. 第三者への開示の制限と、第三者が読む場合の留意事項
調査の概要
1. 調査の範囲（簡易な調査か、検証型か）
1. 基準日と調査の対象期間（修正後の損益は通常3年程度遡ります）
1. 入手した資料と、ヒアリングの相手
1. 実施できなかった手続と、その影響（実地棚卸の未立会、残高確認の未実施など）
1. 経営者から受け取った確認書（提出した資料が全てであること、簿外の債務がないことなど）
1. 評価の前提（再生を前提とする実態BSか、清算を前提とする清算BSか）

	文例：調査の前提と利用の制限
本報告書は、【対象会社名】（以下「対象会社」）の財務面（資産負債及び損益の状況）を調査分析した結果をまとめたものです。中小企業活性化協議会の再生支援において、対象会社の再生計画案の作成と、対象債権者による検討に資することを目的とします。調査の基準日は【基準日】です。
本調査は監査やレビューではなく、対象会社から提供を受けた資料と説明に基づいています。資料の正確性と網羅性を保証するものではありません。将来の見通しに関する記載は一定の前提に基づく試算であり、その達成を保証するものではありません。
本報告書は上記の目的のために作成したものです。目的以外での利用や、対象会社・協議会・対象債権者以外への開示を行う場合は、事前に作成者の承諾を得てください。


使う表の例
表の例　ヒアリングの相手と論点
	相手（役職）
	実施日
	主な論点
	裏付けに求めた資料

	代表者
	
	
	

	経理責任者
	
	
	

	営業の責任者
	
	
	

	製造・工事・店舗の責任者
	
	
	

	顧問税理士
	
	
	


参考：財務DD 表3-2
注意点
1. 要領とQ＆Aが記載事項を定めているのは、計画案についての調査報告書です。財務DD報告書には様式の定めがありません。
1. 経営者確認書を受け取り、報告書の前提として明記します。
1. 基準日から計画案を示すまでに時間がたつ場合は、評価基準が求める時点修正（評価基準 二）を検討します。中小企業の事業再生等に関するガイドライン（中小版GL）のQ＆A Q61-2は、計画案を示す直近の時点を基準日として、実態BSと清算BSを作り直すことも許容しています。
2　サマリー
	主な内容
	実態純資産、正常収益力、債務償還能力、清算配当率、資金繰り、主要な論点

	計画書での使い道
	前提の要約


書くこと
1. 基準日と調査の範囲（簡易な調査か、検証型か）
1. 帳簿上の純資産から実態純資産までの修正と、代表者と一体で見た実態純資産
1. 正常収益力（決算上の利益からの調整額と、修正後の経常利益）
1. 要償還債務と、債務償還能力の指標（算式を明記）
1. 清算配当率と主な前提（債権放棄等を求める場合）
1. 資金繰りの見通し（約定返済を続けた場合に資金が足りなくなる時期）
1. 滞納している公租公課と、納付の見通し
1. 主要な論点（簿外債務、粉飾の修正、関係会社、税務）と、未確定の事項
1. 最後に、計画づくりへの示唆（実質債務超過の解消に必要な利益の目安と、正常収益力との差を施策の効果と金融支援でどう埋めるか）

	記入例（設例A社）：帳簿上の純資産24,000千円に実態修正△174,000千円を加えると、実態純資産は△150,000千円です。代表者と一体で見た純資産は△85,000千円、正常な経常利益は△17,200千円、清算配当率は16.9％です（設例 表2-1〜表2-3、表3-2、表4-2）。


使う表の例
表の例　サマリー（単位：千円）
	項目
	結果
	要点
	本文の章

	帳簿上の純資産
	
	
	5章

	実態修正の合計
	
	
	5章

	実態純資産
	
	
	5章

	代表者と一体の実態純資産
	
	
	5章・12章

	正常収益力（修正後経常利益）
	
	
	4章

	要償還債務
	
	
	10章

	債務償還能力の指標（算式を明記）
	
	
	10章

	清算配当率
	
	
	6章

	資金繰り
	
	
	7章

	滞納している公租公課
	
	
	11章


参考：財務DD 表17-3
注意点
1. 金融機関の担当者がこの部分だけで全体をつかめるよう、数字と論点を1〜2ページに集めます。
1. 各項目に本文の参照先を付け、根拠をたどれるようにします。
1. 債務償還年数を金融機関で一般的な簡易な算式で示す場合は、協議会の数値基準で使う有利子負債の対キャッシュフロー比率と算式が異なるため、どちらの算式かを明記します。
1. サマリーの数字は、本文・付表の数字と一致させます。
3　会社の概要
	主な内容
	沿革、株主、役員、従業員、グループの関係

	計画書での使い道
	企業の概況


書くこと
1. 沿革
1. 株主と持株比率
1. 役員（実際の役割と、報酬・勤務の実態）
1. 従業員
1. グループの関係（関係会社が多い場合は、出資、役員の兼務、取引、資金の流れ、保証と担保の5つを1枚に重ねたグループ関係図）
使う表の例
表の例　会社の概要（基準日）
	項目
	内容

	商号
	【対象会社名】

	業種
	

	拠点
	

	株主
	

	役員
	

	従業員
	

	決算期
	

	関係会社
	


参考：設例 表1-1
注意点
1. 株主・役員は、登記事項証明書、株主名簿、法人税申告書の別表二などで裏付けます。
1. 代表者・関係会社との貸借は、5章（財政状態）と12章（保証人の資産負債）で金額を評価します。
1. 事業DD報告書の「会社の概要」と、事実と数字を合わせます。
4　損益の状況
	主な内容
	推移、部門別・得意先別の損益、正常収益力の調整表

	計画書での使い道
	財務状況の推移、損益計画の出発点


書くこと
1. 直近3期程度と進行期の損益の推移（進行期は、月次試算表を直近12か月の合計に引き直します）
1. 部門別・得意先別の損益
1. 正常収益力の調整表（決算上の利益から正常収益力まで、年度ごと）
1. 調整項目ごとの金額・理由・根拠資料の番号
1. 調整後の営業利益・経常利益と、正規の減価償却費
使う表の例
表の例　正常収益力の調整表（単位：千円）
	項目
	前々期
	前期
	当期
	根拠資料の番号

	決算上の経常利益
	
	
	
	

	①【調整項目】
	
	
	
	

	②【調整項目】
	
	
	
	

	③【調整項目】
	
	
	
	

	調整後の経常利益
	
	
	
	

	（参考）調整後の営業利益
	
	
	
	

	（参考）正規の減価償却費
	
	
	
	


参考：財務DD 表9-2、設例 表3-2
注意点
1. 特別損益だけでなく、営業外損益、売上原価、販売費及び一般管理費に紛れた一過性の項目も探します。
1. 助成金を除くときは、対応する費用も一緒に除きます。在庫の水増しは、前期末と当期末の差で当期を修正します。
1. 調整した前提（役員報酬・賃料など）は、計画にそのまま引き継ぎます。
1. 部門別の損益は事業DDと共通のデータと定義で作り、合計を正常収益力の数字と一致させます。
5　財政状態
	主な内容
	BSの推移、実態BSと修正事項の一覧、代表者と一体の実態純資産

	計画書での使い道
	実態貸借対照表


書くこと
1. BSの推移
1. 実態BS（決算・修正・実態の3列で表示）
1. 修正事項の一覧（番号、修正前の金額、修正額、修正後の金額、理由、根拠資料、参照した評価基準の項）
1. 簿外の負債を拾うために行った手続と、加えた負債（退職給付債務、保証債務、未払の社会保険料・税金、リース債務など）
1. 代表者と一体の実態純資産（会社単体と並べ、借入金の扱い、資産の評価方法、自宅を含めたかどうかを注記）
1. 基準日後の重要な出来事と、時点修正の有無
使う表の例
表の例　実態貸借対照表（基準日、単位：千円）
	科目
	決算
	修正
	実態
	修正番号

	【資産の科目】
	
	
	
	

	【資産の科目】
	
	
	
	

	資産合計
	
	
	
	

	【負債の科目】
	
	
	
	

	【負債の科目】
	
	
	
	

	負債合計
	
	
	
	

	純資産
	
	
	
	


参考：財務DD 表4-4、設例 表2-1
表の例　実態修正の一覧（純資産への影響、単位：千円）
	No.
	科目
	修正の内容（理由）
	純資産への影響
	評価基準の項
	根拠資料

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


参考：設例 表2-2、財務DD 表17-4
このほか使う表：代表者と一体で見た純資産（設例 表2-3、財務DD 表8-3）
注意点
1. 修正の理由は「何を確かめ、何を根拠に、どう判断したか」の順に書きます（財務DD 表17-4）。
1. 「決算」列の残高を、決算書・勘定科目内訳明細書・総勘定元帳と一致させます。
1. 不動産の評価方法（鑑定か公的評価か）と、その判断の理由を書きます。評価基準の処分価額と、清算BSの早期処分の価額を混ぜません。
1. 協議会の数値基準を一体の数字で判定してよいとする定めは、要領・Q＆Aにありません。会社単体の実態純資産を基本に置き、一体の数字は補足として並べます。
1. 別冊2の案件でも評価基準を参照・準用するのが一般的です。参照した項と、準用しなかった部分の理由を書きます。
6　清算価値
	主な内容
	清算BS、清算配当率、掛け目・優先債権・清算費用の前提

	計画書での使い道
	経済合理性（債権放棄等の場合）


書くこと
1. 基準日と前提（全事業の停止、全従業員の解雇、短期間での処分）
1. 清算BS（科目ごとの早期処分価額と、掛け目の根拠）
1. 担保権者の回収、優先債権、清算費用と、一般債権への配当原資
1. 清算配当率と、債権者別の清算時回収見込み
1. 掛け目を変えた場合の配当率（感応度）
使う表の例
表の例　実態BSから清算BSへ（資産、単位：千円）
	科目
	実態BS
	清算BS
	前提（仮定）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	
	


参考：財務DD 表12-4、設例 表4-1
表の例　清算配当率の計算（単位：千円）
	項目
	金額
	根拠・前提

	換価総額（清算BSの資産合計）
	
	

	優先債権（滞納の租税等、未払給与など）
	
	

	清算費用（管財人報酬、解雇予告手当、原状回復など）
	
	

	破産した場合の弁済原資
	
	

	担保権者の回収
	
	

	一般債権への配当原資
	
	

	一般債権の総額（担保不足額を含む）
	
	

	清算配当率（一般債権への配当原資÷一般債権の総額）
	
	


参考：財務DD 表12-5、設例 表4-2
このほか使う表：債権者別の清算時回収見込み（財務DD 表12-6）
注意点
1. 債権放棄等を求めない計画では、この章を省いたり簡略にしたりすることがあります。
1. 掛け目の水準に公的な標準値はありません。鑑定、業者見積り、過去の処分実績で根拠づけ、科目ごとに掛け目を置いた理由を書きます。
1. 担保の回収と配当の合計が、弁済原資と一致することを確かめます。
1. 代表者などの保証人の資産と負債は、会社の清算BSに含めず、12章に別に示すのが一般的です。
7　資金繰り
	主な内容
	月次の実績と見込み、運転資金の分析

	計画書での使い道
	資金繰り計画


書くこと
1. 月次の資金繰りの実績（経常収支、設備等の収支、財務収支に分ける）
1. 今後の見込み（月次の資金繰り計画表、13週資金繰り表）
1. 約定どおり返済を続けた場合に、資金が足りなくなる時期と金額
1. 運転資金の分析（売上債権＋棚卸資産－仕入債務と、回転期間の推移）
1. 利益と経常収支の関係（利益が出ているのに経常収支が赤字の期がないか）
使う表の例
表の例　13週資金繰り表の行と予測の根拠
	区分
	主な行
	予測の根拠

	週初の残高
	
	

	営業の収入
	
	

	営業の支出
	
	

	税金
	
	

	財務の収支
	
	

	週末の残高と過不足
	
	


参考：財務DD 表10-3
表の例　運転資金の増加（単位：千円）
	項目
	前期末
	当期末
	増減

	売上債権
	
	
	

	棚卸資産
	
	
	

	仕入債務
	
	
	

	営業運転資本
	
	
	

	回転期間（か月）
	
	
	


参考：財務DD 表10-2
注意点
1. 月次実績の月末残高を、全口座の通帳残高と一致させます。担保に入った預金や引出しに制限がある預金は、別の行にします。
1. 約定どおり返済する場合と、返済猶予の場合を分けて示します。
1. 資金繰り表の返済額を、試算表と借入金の一覧の数字と一致させます。
1. 13週資金繰り表や日繰り表の様式は、要領・Q＆Aに定めがありません。行の立て方は会社の決済の実態に合わせます。
8　金融機関取引
	主な内容
	借入金の一覧、返済条件、保全・非保全、金融機関別のシェア

	計画書での使い道
	金融支援の内容、弁済計画


書くこと
1. 金融機関別の借入金の一覧（基準日の残高、借入の種類、金利と返済条件、保証協会の保証、担保、保証人）
1. 保全・非保全の算定（担保評価の前提と、担保をどの借入に充てるかの前提）
1. 金融機関別の残高シェアと非保全シェア
1. リース・割賦、代位弁済が済んだ借入（信用保証協会への求償債務）、代表者・関係会社からの借入（別に集計）
1. 各金融機関の残高証明書や認識との突合の結果
使う表の例
表の例　金融機関別の保全・非保全（基準日、単位：千円）
	金融機関
	残高
	保証協会の保証
	不動産担保
	保全額
	非保全額
	残高シェア
	非保全シェア

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


参考：財務DD 表11-4、設例 表1-2
このほか使う表：借入金一覧表の項目と確認資料（財務DD 表11-2）
注意点
1. 「保全」「非保全」は、要領・Q＆Aに定義のない実務の用語です。評価の前提と、担保をどの借入に充てるかの前提を注記します。
1. 根抵当権の配分額は、物件から配分できる額、極度額、その金融機関の担保される債権の残高のうち、最も小さい額です。
1. 当座貸越（極度額と使用額）、割引手形、社債を漏れなく載せます。
1. 協議会の手続では、代位弁済の前でも信用保証協会を対象債権者に含めるのが一般的です（別冊2 Q＆A Q17）。
1. 残高と非保全額のどちらで返済額を配分するかは、主要債権者と協議して決めます。
9　窮境原因（財務面）
	主な内容
	悪化した時期と科目、資金の流出先

	計画書での使い道
	経営が困難になった原因


書くこと
1. 悪化した時期と科目（正常収益力の推移を、売上・粗利率・固定費の要素に分けた影響額）
1. 資金の流出先（代表者・関係会社への貸付金や仮払金、使途の分からない出金など）
1. 粉飾・不適切会計が判明した場合は、手口・期間・金額と、修正の影響
1. 事業DDの窮境原因との対応（時期と影響額をそろえる）
使う表の例
表の例　利益の減少の要素分解（単位：千円）
	要因
	計算
	影響額

	売上の減少
	（当期の売上高－前期の売上高）×前期の粗利率
	

	粗利率の低下
	当期の売上高×（当期の粗利率－前期の粗利率）
	

	固定費の増加
	当期の固定費－前期の固定費
	

	合計
	―
	


参考：財務DD 表9-4
注意点
1. 調整前の数字では、粉飾や一過性の損益が紛れ込みます。正常収益力の調整後の数字で見ます。
1. 粗利率の低下が値引き、原材料の高騰、製品構成の変化のどれによるかは、事業DDと一緒に掘り下げます。
1. 粉飾が判明した場合は、統括責任者と個別支援チームにまず報告し、開示の時期と方法を相談します。全ての対象債権者に、同じ内容を同じ日に伝えます。
10　債務償還能力
	主な内容
	要償還債務、キャッシュフロー、有利子負債の対CF比率

	計画書での使い道
	数値基準の判定


書くこと
1. 要償還債務（有利子負債から、現預金、信用度の高い有価証券等、運転資金を差し引いた額）
1. キャッシュフロー（留保利益＋減価償却費＋前事業年度からの引当金の増減）
1. 有利子負債の対キャッシュフロー比率（別冊2 Q＆A Q26の算式）と、今の稼ぐ力のままなら何倍か
1. 10倍以下に収めるには、何が足りないか
1. 金融機関の債務償還年数など別の算式も示す場合は、指標名と算式
使う表の例
表の例　有利子負債の対キャッシュフロー比率の計算（単位：千円）
	項目
	金額
	算式・備考

	有利子負債（短期借入金＋割引手形＋長期借入金＋社債）
	
	

	現預金
	
	

	信用度の高い有価証券等
	
	

	運転資金（売掛債権＋棚卸資産－仕入債務。回収不能額・不良在庫は控除）
	
	

	分子（要償還債務）
	
	

	留保利益（経常利益－法人税等－社外流出）
	
	

	減価償却費
	
	

	前事業年度からの引当金の増減（賞与引当金・退職給付引当金等を除く）
	
	

	分母（キャッシュフロー）
	
	

	有利子負債の対キャッシュフロー比率（分子÷分母）
	
	


参考：設例 表7-2、財務DD 表13-2
注意点
1. 協議会の数値基準の判定にはQ26の算式を使います。簡易CFで割った数字を、Q26の比率と書きません。
1. 運転資金からは、実態BSで減額した滞留債権・滞留在庫を控除し、金額を合わせます。
1. リース債務はQ26の列挙にないため、扱いを決めて明記します。法人税等が実効税率による見積りか、欠損金控除後の実額かも書きます。
1. 分母がマイナスや極端に小さい場合は「算定不能」と書き、原因と、プラスに転じる年度の見通しを示します。
1. 計画での判定の時点は、再生計画の終了年度（原則として実質債務超過を解消する年度）です（別冊2 2.(5)④）。
11　税務
	主な内容
	欠損金、債務免除益の課税の試算、滞納

	計画書での使い道
	債務弁済計画（滞納の解消）


書くこと
1. 滞納の一覧（税目・年度、納期限、完納までの見込み額、猶予・分納、差押え、官公署との協議）
1. 欠損金の残高（青色欠損金と発生年度、期限切れ欠損金の基礎になる期首利益積立金額）
1. 金融支援の案ごとの、債務免除益と課税所得の試算（地方税まで含めた税額）
1. 過去の申告の問題と追徴のおそれ（重要なものは偶発債務として注記）
使う表の例
表の例　滞納の一覧（単位：千円）
	税目・年度
	納期限
	完納までの見込み額
	猶予・分納
	差押え
	官公署との協議

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


参考：財務DD 表15-2
このほか使う表：債務免除益の課税の試算（財務DD 表15-4）
注意点
1. 公租公課は、対象債権者の債権に優先して扱われます。滞納があれば、関係する官公署と協議した納付計画を前提に、債務弁済計画を作ります（別冊2 Q＆A Q30-2）。
1. 納期限は、清算BSで財団債権かどうかを分けるために、税目・年度ごとに記録します。
1. どの規定で欠損金を使うかは、手続によって決まります。国税庁の文書回答によれば、協議会の通常スキームでは、原則として法人税法59条3項が適用されます。
1. 実態純資産と税務上の純資産の差を、含み損や簿外債務などに分解しておくと、課税の有無を早く見通せます。
12　保証人の資産負債
	主な内容
	代表者等の資産、負債、保証債務

	計画書での使い道
	保証人の資産と負債（債権放棄等の場合）


書くこと
1. 代表者等の資産（預金・現金、不動産、有価証券、生命保険、会社への貸付金）と評価の考え方
1. 個人の借入と、保証している債務
1. 収入と、報酬を減らした後の生活費の見通し
使う表の例
表の例　保証人の資産と負債（基準日、単位：千円）
	区分
	内容
	金額
	評価の考え方
	確認した資料

	預金・現金
	
	
	
	

	不動産
	
	
	
	

	有価証券
	
	
	
	

	生命保険
	
	
	
	

	会社への貸付金
	
	
	
	

	個人の借入
	
	
	
	

	保証債務
	
	
	
	


参考：財務DD 表8-6
注意点
1. 債権放棄等を要請する計画では、保証人の資産と負債の状況が計画の記載事項です（別冊2 2.(5)①）。求めない計画では、この章を省いたり簡略にしたりすることがあります。
1. 会社の借入に対する保証債務は、一体評価で二重に数えません。会社以外への保証は注記します。
1. 代表者の資産は会社の資産ではありません。一体の数字は返済能力の参考値で、保証債務の整理（経営者保証に関するガイドライン）の方針とは分けて考えます。
付録
	主な内容
	科目別の明細、関係会社の実態BS、入手資料の一覧

	計画書での使い道
	―


書くこと
1. 科目別の明細（本文の修正事項と番号でつなぐ）
1. 関係会社の実態BS（グループ全体の実態BSを作る場合は、グループ内の債権債務・取引・出資を消去）
1. 入手資料の一覧（本文で根拠資料として引く番号を付ける）
使う表の例
表の例　入手資料の一覧
	No.
	区分
	資料名
	対象期間
	形式（紙・PDF・データ）
	受領日

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	


参考：「資料依頼リスト（Excel）」の受領済みの行を転記できます。No.は、本文で根拠資料を示す番号として使います。
このほか使う表：グループ内残高の突合（財務DD 表8-5）
注意点
1. 付表の数字を、サマリー・本文の数字と一致させます。
1. グループ内の債権債務は、同じ基準日で双方の帳簿の残高を突き合わせ、差額の原因を1件ずつ特定してから合算します。
Ⅱ　事業DD報告書の目次
事業DD報告書は、会社がなぜ苦しくなったのか、その原因を取り除けるのか、何を核に立て直すのかを、根拠とともに金融機関に示す文書です。事業面の調査分析は、原則として個別支援チームの中小企業診断士等が行い、検証型でも事業面の検証を担います（別冊2 2.(4)①④）。公的な様式はないため、中小機構の着眼点と実務指針の項目に沿って目次を組むと、検討の漏れを防ぎ、計画書にもそのまま引き継げます。
3部構成とこの目次の対応
	部分（研究報告第20号）
	主に書くこと
	この目次の章

	目的・性質などを記載する部分
	目的、基準日、範囲、入手資料、聞き取りの相手、制約、利用の制限
	前文、1 調査の概要

	個別の事項について情報とコメントを記述する部分
	調査の結果と論点（サマリーと各章）
	2 サマリー〜10 施策と前提

	分析の基礎資料や追加情報をまとめる部分
	部門別損益の明細、聞き取りの記録の要旨、入手資料の一覧
	付録


研究報告第20号の3部構成を、事業DD報告書にも当てはめています。
標準的な目次
	章
	主な内容
	拠り所
	計画書での使い道

	1 調査の概要
	目的、基準日、範囲、入手資料、聞き取りの相手、制約、利用の制限
	―
	―

	2 サマリー
	窮境原因と除去可能性、事業の方向性、重点施策、計画の前提の評価
	―
	計画の骨子

	3 会社の概要
	沿革、株主・役員、組織と人員、グループ、ガバナンス
	着眼点1①、指針①
	企業の概況

	4 ビジネスモデルと商流
	ビジネスモデル俯瞰図、仕入先から販売先までの流れ、取引条件
	着眼点1③、指針③
	企業の概況

	5 外部環境
	市場・顧客・競合・規制・人手の動向と見通し
	着眼点1⑤、指針⑤
	今後の事業見通し

	6 内部環境
	業務フロー、強みの源泉、組織・人材・品質・管理体制
	着眼点1④、指針④⑥
	事業再構築計画

	7 収益構造
	部門・製品・得意先・店舗別の損益、単価・数量への分解
	着眼点1②・5、指針②
	損益計画の前提

	8 窮境原因
	外部・内部の原因、時期と影響額、除去可能性の判断
	着眼点2
	経営が困難になった原因

	9 事業の方向性
	SWOT、核となる事業、縮小・撤退の候補
	着眼点3、別冊2 2.(4)②
	事業再構築計画

	10 施策と前提
	重点施策、KPI、効果額の根拠、売上・粗利率・人員の前提の評価
	着眼点4・5
	アクションプラン、損益計画

	付録
	部門別損益の明細、聞き取りの記録の要旨、入手資料の一覧
	―
	―


参考：事業DD 表12-1
1. 「拠り所」の欄は、中小機構の「経営改善計画策定支援における着眼点」の番号（1現状分析〜5数値計画策定）と、収益力改善支援に関する実務指針2.3.1の現状分析の項目（①会社基本情報〜⑥内部環境）です。
1. 報告書の第3章から第10章は、事業DDページの第3章から第10章に対応しています。
1. 報告書の結論は、再生計画書の必須記載事項のうち「経営が困難になった原因」「事業再構築計画の具体的内容」「今後の事業見通し」の根拠になります（別冊2 2.(5)①）。
本文の書き方（全章共通）
1. 1つの論点を1ページで完結させ、冒頭に結論を書きます。
1. 事実と評価を分けます。データや聞き取りで確かめた事実を先に書き、評価はその後に根拠とつなげて書きます。
1. 出所を書きます。数字には資料名と期間を、聞き取りには相手の役職と時期を添えます。経営者の説明だけに基づく記述は、その旨を明記します。
1. 数字で示します。「主力」「低迷」「強い」といった言葉は、売上の構成比、推移、件数に置き換えます。
1. 財務DDとつなぎます。窮境原因の時期と影響額は、財務DDで見た損益の悪化の時期と科目に合わせます。部門別損益の合計も、正常収益力の数字と一致させます。
1. 施策は窮境原因ごとに対応させます。原因に対応しない施策や、施策のない原因が残っていないかを、窮境原因と施策の対応表で確かめます。
1　調査の概要
	主な内容
	目的、基準日、範囲、入手資料、聞き取りの相手、制約、利用の制限

	拠り所
	―

	計画書での使い道
	―


書くこと
1. 目的、基準日、調査の範囲
1. 入手資料と、聞き取りの相手（役職）と時期
1. 実施できなかった手続と、調査の制約
1. 利用の目的と開示の範囲、将来の見通しの前提
検証型のとき
1. 検証の対象（会社側の報告書の版と日付、対象の範囲）
1. 実施した手続（聞き取りの相手、現場の確認、データの再集計）
1. 検証の結果（妥当と判断した点、修正が必要な点と修正後の内容）
1. 残る論点と、計画の数字への影響
使う表の例
表の例　事業DDの3つの手法（実施した手続）
	手法
	主な対象
	実施した内容と時期
	限界・制約

	インタビュー
	
	
	

	現場確認
	
	
	

	データ分析
	
	
	


参考：事業DD 表2-1
注意点
1. 調査結果をまとめる報告書の様式は、要領にもQ＆Aにも定めがありません。
1. 財務面を簡易に調べられる場合でも、事業面は外部専門家を含むチームによる実施か検証が必要です（別冊2 Q＆A Q37）。
1. 部門の区分と共通費の配り方は、財務DDの担当と最初に決めます。別々の定義で集計すると、部門別損益の数字が2つの報告書で合わなくなります。
1. 取引先への聞き取りは、会社の了解を得てから行います。
2　サマリー
	主な内容
	窮境原因と除去可能性、事業の方向性、重点施策、計画の前提の評価

	拠り所
	―

	計画書での使い道
	計画の骨子


書くこと
1. 収益の柱になっている事業・顧客と、その強み
1. 窮境原因（外部要因・内部要因）と、それぞれの時期と影響額
1. 原因ごとの除去可能性の判断と、その根拠
1. 核となる事業と、縮小・撤退の候補
1. 重点施策と、効果額・効果が出る時期の見込み
1. 計画の前提（売上・粗利率・人員・設備投資）の評価と、下振れの要因
1. 未確定の事項と、計画への影響の範囲
1. 最後に、事業面からみた再生の可能性の総括

	総括の骨組み（文例を差し替えて使う）
当社の窮境原因は、【外部要因】と【内部要因】に大別されます。【外部要因】は【除去できない／軽減できる】ため、【計画の前提】として計画を組みました。社内の要因は【内部要因の内容】で、【施策】により、除去又は軽減できると判断しました。
当社の強みは【強み】です。【核となる事業】を事業の核とし、【縮小・撤退の候補】は取扱いを見直します。施策の効果は年【　】千円と見込み、【当期の損益】を【改善後の損益】にする計算です。
ただし、【残る要因・下振れの要因】は残ります。【確度の低い効果】は計画に入れず、上振れの要因として別に示しました。以上から、施策の実行を前提に、事業面での再生は【可能と判断します】。


使う表の例
表の例　窮境原因から施策・効果へ（単位：千円）
	窮境原因
	除去可能性の判断
	施策
	効果（年額）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	
	


参考：事業DD 表8-5、設例 表5-1
注意点
1. 金融機関の担当者がそこだけを読んでも結論と根拠の所在が分かるよう、1〜2ページにまとめます。
1. 確度の低い効果（新規の取引先の開拓など）は計画に入れず、上振れの要因として別に示します。
1. 総括は文例をそのまま使わず、会社の事実と数字で書きます。
3　会社の概要
	主な内容
	沿革、株主・役員、組織と人員、グループ、ガバナンス

	拠り所
	着眼点1①、指針①

	計画書での使い道
	企業の概況


書くこと
1. 沿革（業態の変化、出店・設備投資・事業拡大の時期と業績の転機）
1. 株主・役員（持株比率、実際の役割、報酬と勤務の実態）
1. 組織と人員（部門別の人数、年齢構成、キーマン）
1. グループ（出資・取引・資金・保証のつながり）
1. ガバナンス（経営の透明性の確保、事業者と経営者の資産等の分別管理、内部管理体制の構築）
1. 経営体制とキーマンへの依存、事業承継の見通し
使う表の例
表の例　ガバナンスの診断表
	視点
	確かめた事実
	問題点
	計画での手当て

	経営の透明性の確保
	
	
	

	事業者と経営者の資産等の分別管理
	
	
	

	内部管理体制の構築
	
	
	


参考：事業DD 表3-2
このほか使う表：キーマンへの依存の確認表（事業DD 表3-3）
注意点
1. 基本情報は、会社案内の転記で終わらせず、公的な書類と帳簿で裏付けます。
1. 役員等との貸借を金額で評価する方法は、財務DD報告書（5章・12章）に合わせます。
1. 社長が1人で担っている機能の整理は、経営者責任の検討にも使います。経営者の退任は必須とされていません（別冊2 Q＆A Q27）。
4　ビジネスモデルと商流
	主な内容
	ビジネスモデル俯瞰図、仕入先から販売先までの流れ、取引条件

	拠り所
	着眼点1③、指針③

	計画書での使い道
	企業の概況


書くこと
1. ビジネスモデル俯瞰図（モノ・カネ・情報の流れを、仕入先から顧客まで1枚に描く）
1. 主要な得意先・仕入先の取引高と構成比、回収と支払の条件
1. 付加価値を生む工程と、顧客に選ばれている理由
1. 依存やボトルネックなど、問題の所在
1. 施策を実行した後の俯瞰図（現状の図と並べる）
使う表の例
表の例　得意先別の売上と回収条件（単位：千円）
	得意先
	年間売上高
	構成比
	平均の回収期間
	売上債権の目安

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


参考：事業DD 表4-3
注意点
1. 俯瞰図に決まった様式はありません。会社案内の図の写しで終わらせず、金額と取引条件を入れます。
1. 図の売上と仕入の合計を、決算書の数字と一致させます。
1. 関係会社と、関係会社を経由する取引も描きます。
5　外部環境
	主な内容
	市場・顧客・競合・規制・人手の動向と見通し

	拠り所
	着眼点1⑤、指針⑤

	計画書での使い道
	今後の事業見通し


書くこと
1. 7つの視点（市場、顧客、競合、仕入先・外部協力者、規制・制度、人手、金融機関）での動向と見通し
1. 市場の事実（出典付き）、会社の数字との比較、計画の前提の順に書く
1. 外部要因で説明できる部分と、会社の内側の原因の切り分け
1. 機会と脅威（9章のSWOTに使う）
使う表の例
表の例　市場の変化と自社の変化の比較（【　】年間の増減率）
	項目
	市場・地域
	自社
	差
	読み方

	需要の量
	
	
	
	

	販売価格
	
	
	
	

	仕入価格
	
	
	
	


参考：事業DD 表5-2
注意点
1. データの名称、年次、地域の単位、取得日を注記します。
1. 全国の統計を、そのまま会社の商圏に当てはめません。
1. 業界の一般論を並べるだけで終わらせず、会社の数字との関係を示します。
1. 計画の前提は、事業者に不利な変化も考慮して置きます。
6　内部環境
	主な内容
	業務フロー、強みの源泉、組織・人材・品質・管理体制

	拠り所
	着眼点1④、指針④⑥

	計画書での使い道
	事業再構築計画


書くこと
1. 業務プロセス（受注から回収まで）と、強みの源泉、ロスと詰まり
1. 人と組織（年齢構成、退職と採用、資格者、キーマン、生産性）
1. 品質・情報・リスク（BCP、設備の状態、コンプライアンス）
1. 数字を管理する仕組み（月次決算、部門別損益、原価、在庫、売掛金、資金繰り）
1. 強みと弱み（事実と数字で）
使う表の例
表の例　強みと弱み
	区分
	事実
	裏付けの数字・資料
	つなぎ先

	強み
	
	
	

	強み
	
	
	

	弱み
	
	
	

	弱み
	
	
	


参考：事業DD 表6-5
注意点
1. 「技術力がある」「管理が弱い」といった抽象的な書き方はせず、事実と数字で書きます。
1. 聞き取りだけで判断せず、現場を見て、作業日報や勤怠の記録と照らし合わせます。
1. 先送りしている修繕や設備の更新を洗い出し、計画期間中の投資と資金繰りに入れます。
1. 人件費の削減を施策にする場合は、削った後も業務が回るか、必要な人材が離れないかを確かめます。
7　収益構造
	主な内容
	部門・製品・得意先・店舗別の損益、単価・数量への分解

	拠り所
	着眼点1②・5、指針②

	計画書での使い道
	損益計画の前提


書くこと
1. セグメント（部門・製品・得意先・店舗）別の限界利益と貢献利益
1. 売上の単価と数量への分解と、増減の要因
1. 変動費と固定費の区分のルール
1. 損益分岐点売上高と安全余裕率、約定どおりの返済に必要な売上高
1. 打ち手ごとの利益への効き目
使う表の例
表の例　店舗別（セグメント別）の損益（単位：千円）
	項目
	【セグメント】
	【セグメント】
	【セグメント】
	合計

	売上高
	
	
	
	

	変動費
	
	
	
	

	限界利益
	
	
	
	

	限界利益率
	
	
	
	

	個別固定費
	
	
	
	

	貢献利益
	
	
	
	

	共通固定費（本部費）
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	


参考：事業DD 表7-5
注意点
1. 分解に使う数字は、財務DDで調整した後の数字（正常収益力）にそろえます。
1. 配賦後の赤字だけで撤退を決めず、貢献利益と、撤退で減る費用で判断します。
1. 区分のルールは文書にし、実績の分析と計画で同じものを使います。
8　窮境原因
	主な内容
	外部・内部の原因、時期と影響額、除去可能性の判断

	拠り所
	着眼点2

	計画書での使い道
	経営が困難になった原因


書くこと
1. 悪化した時期と大きさ（調整後の数字で）
1. 原因の区分（外部・内部、構造的・一過性）と影響額
1. 原因ごとの除去可能性の判断（除去できる・軽減できる・適応で吸収する・除去できない）と、その根拠
1. 経営判断に起因する原因の経緯と、判断の根拠
1. 取り除けない原因が残る場合の対応
使う表の例
表の例　掘り下げの結果（単位：千円）
	要素
	掘り下げて分かった原因
	区分
	影響額

	売上の減少
	
	
	

	粗利率の低下
	
	
	

	固定費の増加
	
	
	

	合計
	
	
	


参考：事業DD 表8-2
注意点
1. 赤字・資金不足・借入過多といった症状を、原因として書きません。
1. 外部環境のせいにせず、外部要因の影響額を示して、残りの内部要因を特定します。
1. 原因ごとの影響額の合計を、要素分解の数字と一致させます。時期と影響額は、財務DDの損益の推移と合わせます。
1. 「除去可能性」は、公的な資料に定義のない実務用語です。判断の理由を書きます。
9　事業の方向性
	主な内容
	SWOT、核となる事業、縮小・撤退の候補

	拠り所
	着眼点3、別冊2 2.(4)②

	計画書での使い道
	事業再構築計画


書くこと
1. SWOT（事業ごとに、事実と数字で）とクロスSWOT
1. 核となる事業と、縮小・撤退の候補（貢献利益と将来性で判断）
1. コアとノンコアを分けた物差し
1. 撤退の一時費用と資産の売却収入、資金繰りへの影響
1. 立て直す事業の、改善の期限と撤退に切り替える条件
使う表の例
表の例　SWOT
	区分
	内容
	根拠

	強み（S）
	
	

	弱み（W）
	
	

	機会（O）
	
	

	脅威（T）
	
	


参考：事業DD 表9-1
表の例　事業の区分と対応
	区分
	該当する事業・店舗・製品
	貢献利益
	対応

	コア（伸ばす）
	
	
	

	立て直す
	
	
	

	縮小・売却
	
	
	

	撤退
	
	
	


参考：事業DD 表9-4
注意点
1. 「コア／ノンコア」は公的資料に定義のない実務用語です。線引きの物差しを報告書に明記します。
1. SWOTは全社で1枚にせず、事業ごとに作ります。弱みの欄には、8章の内部要因を漏れなく載せます。
1. 撤退の費用は実態BSの負債や引当金とも関わるため、財務DDと数字をそろえます。
10　施策と前提
	主な内容
	重点施策、KPI、効果額の根拠、売上・粗利率・人員の前提の評価

	拠り所
	着眼点4・5

	計画書での使い道
	アクションプラン、損益計画


書くこと
1. 重点施策と、対応する窮境原因
1. 施策ごとの責任者・担当者（役職）、期限、KPIと目標水準
1. 効果額の算式・前提・開始月・根拠資料
1. 計画の前提（売上・粗利率・人員・設備投資）を過去の実績と比べた評価と、下振れの要因
1. 確度の低い効果（計画に入れず、上振れ要因として別に示す）
使う表の例
表の例　重点施策の要約（アクションプランの第1層：金融機関向け）
	施策No.
	重点施策
	対応する窮境原因
	責任者（役職）
	主なKPI
	効果額（年額）
	効果が出る時期

	1
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	


参考：事業DD 表10-2・表10-3。詳細は「アクションプラン管理表（Excel）」の詳細管理表で、施策No.でつないで管理します。
注意点
1. 「検討する」「強化する」で終わらせず、完了の状態と期限で書きます。担当を全て社長にせず、社長は責任者に回ります。
1. 効果額は開始月から計上し、初年度から満額で入れません。施策の費用と、値上げによる数量の減少などの反動も入れます。
1. 効果額の合計を損益計画と突き合わせ、施策の間で効果を二重に数えていないかを確かめます。
付録
	主な内容
	部門別損益の明細、聞き取りの記録の要旨、入手資料の一覧

	拠り所
	―

	計画書での使い道
	―


書くこと
1. 部門別損益の明細（合計を決算書と財務DDの正常収益力に一致させる）
1. 聞き取りの記録の要旨（相手の役職、時期、論点、事実と意見）
1. 入手資料の一覧
使う表の例
表の例　聞き取りの記録の要旨
	No.
	相手（役職）
	時期
	論点
	確かめた事実
	本人の意見・推測

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	


参考：事業DD 表12-1（付録）
注意点
1. 記録は、事実と、本人の意見や推測を分けて書きます。
1. 社員への聞き取りは、発言した人が特定されない形でまとめます。
1. 聞き取りの記録は、共有する範囲を会社とチームで決めて管理します。
Ⅲ　提出前チェックリスト
提出前に、稟議を書く金融機関の担当者の目で全ページを読み直します。指摘は重要度（例：S・A・B・C）で分け、重要なものから直します。財務DD報告書・事業DD報告書・計画書の数字の突合も、この段階で行います。
バンクミーティングでは、全ての数字にDD報告書や計画書のページ番号を付けた要約資料を用意すると、短時間で要点が伝わり、質疑も効率よく進みます。
財務DD報告書のチェックリスト
	No.
	確認項目
	確認
	メモ

	1
	前文に基準日、対象期間、入手資料、実施できなかった手続を書いた
	□
	

	2
	利用の目的と開示の範囲、監査ではないこと、将来の見通しの前提を明記した
	□
	

	3
	経営者確認書を受け取り、報告書の前提として明記した
	□
	

	4
	サマリーの数字が、本文・付表の数字と一致している
	□
	

	5
	実態BSの確認点（財務DD 第4章 4-8）を満たしている
	□
	

	6
	正常収益力の調整項目ごとに、金額・理由・根拠資料の番号を付けた
	□
	

	7
	債権放棄等を求める場合、清算BSの確認点（財務DD 第12章 12-6）を満たしている
	□
	

	8
	債務償還能力の指標に、使った算式を明記した
	□
	

	9
	金融機関別の残高・保全額の合計が、借入金の一覧と実態BSに一致している
	□
	

	10
	未確定の事項（係争、税務、簿外債務の可能性）を論点として残した
	□
	

	11
	1論点1ページで、結論・根拠の数字・参照先が同じページにある
	□
	

	12
	金融機関の担当者の目で全ページを査閲し、指摘を重要度で分けて対応した
	□
	


参考：財務DD 17-6
事業DD報告書のチェックリスト
	No.
	確認項目
	確認
	メモ

	1
	調査の概要に、基準日、範囲、入手資料、聞き取りの相手、実施できなかった手続を書いた
	□
	

	2
	利用の目的と開示の範囲、将来の見通しの前提を明記した
	□
	

	3
	サマリーだけで、窮境原因・除去可能性・事業の方向性・重点施策が分かる
	□
	

	4
	窮境原因ごとに、時期・影響額・除去可能性の判断と根拠を書いた
	□
	

	5
	窮境原因の時期と影響額が、財務DDの損益の推移と合っている
	□
	

	6
	部門別損益の合計が、決算書と財務DDの正常収益力の数字と一致している
	□
	

	7
	核となる事業と、縮小・撤退の候補を、採算の数字とともに示した
	□
	

	8
	施策ごとに、KPI・効果額・効果が出る時期とその根拠を書いた
	□
	

	9
	計画の売上・粗利率・人員の前提を、過去の実績と比べて評価した
	□
	

	10
	事実と評価を分け、数字と聞き取りの出所を書いた
	□
	

	11
	経営者の説明だけに基づく記述は、その旨を明記した
	□
	

	12
	未確定の事項と、計画への影響の範囲を論点として残した
	□
	


参考：事業DD 12-5
計画書の提出前の確認項目は、計画書ページ（https://www.sapporotax.com/saisei/keikakusho/）の第15章にまとめています。
作成：ジェイスタート会計事務所（https://www.sapporotax.com/saisei/shoshiki/）	 / 
作成：ジェイスタート会計事務所（https://www.sapporotax.com/saisei/shoshiki/）	 / 
